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令和６年度 

（2024 年度） 保健所の取り組み実績 
＜部長の方針・考え方＞ 

 保健所は公衆衛生の向上及び増進を目的とし、健康危機管理（災害、食中毒・感染症対策等）の拠点として

地域の保健医療の調整を担い、有機的に機能させる役割があります。また、多様化し、かつ高度化する保健、

衛生、生活環境に関する市民の需要に対応するために、平時から危機発生に備えた体制整備や人材育成に取り

組み、専門的かつ技術的業務の推進を図ります。 

① 健康危機管理対策、食中毒・感染症対策のさらなる強化 

② 安全で快適な生活環境の確保 

③ 専門的かつ技術的業務の推進 
 

＜部の構成＞ 

保健医療課 

保健衛生課 

保健予防課 

 

 

 

 

＜主な担当事務＞ 

(1)健康危機管理に関すること 

(2)医事及び薬事に関すること 

(3)精神保健及び自殺対策に関すること 

(4)食品衛生・環境衛生に関すること 

(5)狂犬病予防・動物の愛護及び管理に関すること 

(6)感染症及び予防接種に関すること 

(7)難病対策に関すること 

 

重点的な取り組み：保健所移転に伴う機能強化 

枚方市駅周辺再整備にあたり、現在の保健センターを改修して令和７年度中に保健所を移転す

る計画としており、今年度は改修工事を予定しています。この移転の機会をとらえ、健康危機管

理対策の取り組みを推進するため、保健所機能を強化し、ＤＸの推進により市民や事業者の利便

性向上を図ります。多目的に活用できる諸室を整備し、プライバシーに配慮した相談や集団での

健康づくりや地域活動の連携にも活用します。 

また、移転後は市立ひらかた病院及び三師会（医師会・歯科医師会・薬剤師会）の拠点である

枚方市医師会館に隣接している立地を生かし、平時から関係機関・団体との連携をより一層深め

ながら、健康危機事象の発生時には「枚方市保健医療調整本部」を保健所に立ち上げ、協力して

保健医療活動にあたるなど、災害時においても平時からの延長線上で健康危機管理の拠点となる

よう、災害やパンデミック等の健康危機に備え、さらなる機能の強化を図ります。 

 

実 績 

➀ 令和６年９月改修工事に着工。 

➁ 令和６年 11 月「保健医療調整本部（模擬）会議」を実施。 

➂ 令和６年 12 月 枚方市災害医療連携訓練において「情報伝達訓練」を実施。 

➃ 令和７年１月「保健医療調整本部事務局活動訓練」を実施。 

説 明 

➀ 令和６年９月より改修工事に着手するとともに、その進捗について令和６年 

 11 月に開催された市民福祉委員協議会に報告しました。 

➁ 保健医療調整本部を構成する本部員（災害医療関係機関（13 機関））が、災 

 害時に開催する同本部会議での被災状況等の情報共有や医療救護・保健衛生の 

 活動方針の策定について、本部員が模擬での会議を経験することにより、災害 

 対応のイメージを共有しました。 

➂ 枚方市災害医療連携訓練（市立ひらかた病院）において、ＥＭＩＳ（広域災 
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害救急医療情報システム）入力及び電話の途絶を想定したＭＣＡ無線による情 

 報伝達訓練を市内病院、枚方寝屋川消防組合、拠点応急救護所及び保健医療調 

 整本部の間で実施し、災害時における情報伝達体制の構築を図りました。 

➃ 枚方市災害対策本部訓練（図上訓練）にあわせて、保健医療調整本部事務局 

 の活動訓練を実施しました。 

  活動訓練では発災後、参集職員が保健所初動対応アクションカードに基づき、

庁舎、ライフライン等の被害状況を確認後、保健医療調整本部を設置、同本部

事務局の各班（情報管理連絡班・医療班・保健班・衛生班）において、医療救

護・保健衛生に係る情報の収集・分析を行い、様々な状況付与に対応するシミ

ュレーション訓練を実施し、保健所職員の災害対応力の向上を図りました。 

 

市民が安全で快適に生活できるよう、食品関係施設や理美容所、旅館、公衆浴場などの生活衛

生関係施設に対し、立入検査等を実施することにより、各施設の衛生水準の向上を図ります。ま

た、全ての食品事業者に義務化されているＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った食品衛生管理につい

て、さらなる定着と継続的な改善を図るために、独自に作成した啓発動画や簡便に計画・記録が

作成できるツール等を活用して指導・助言を行い、食中毒などの健康危機事象発生の未然防止に

努めます。 

 

実 績 

➀ 食品衛生関係施設及び生活衛生関係施設などへの立入検査等、適正な維持管

理指導を実施。 

＜立入数：食品衛生関係施設 928 施設 生活衛生関係施設 418 施設＞ 

➁ 市内５大学で肉の生食の危険性について啓発を実施。 

説 明 

➀ 枚方市保健所監視指導計画等に基づき、施設への立入検査及び検体の検査を

実施し、食品や生活環境の安全性の確保と衛生に関する正しい知識の普及を図

りました。食品衛生施設に対しては、特に加熱不十分な鶏肉メニューを提供す

る施設や腸管出血性大腸菌（O-157）食中毒のリスクが高いメニューを提供する

施設などに重点的に監視指導を行うとともに、新型コロナウイルス感染症の影

響により令和２年度から令和５年度まで中止していた保育所（園）等の給食調

理施設の立入を再開し、安全に食品を提供するための助言及び調理従事者への

食中毒予防対策について啓発を行いました。さらに、食品衛生法に基づくＨＡ

ＣＣＰ（ハサップ）に沿った食品衛生管理の手法等について、解説動画をホー

ムページ上で公開したほか、本市が作成した簡便に計画・記録が作成できる様

式を用いて衛生管理計画の作成を助言指導し、立入検査時には実施記録を点検

して、営業者による衛生管理の実施を推進しました。生活衛生関係施設に対し

ては、立入検査時に衛生管理状況の確認、指導を行いました。特に、多数の人

が利用する特定建築物（建築物衛生法）では、室内二酸化炭素濃度の測定を実

施し、換気状況の確認を行いました。また、レジオネラ症発生予防のため、公

重点的な取り組み：生活環境に関する衛生水準の向上 
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衆浴場や遊泳場においては浴槽水等のレジオネラ属菌検査を実施し、維持管理

指導を行いました。乳幼児用繊維製品について試買検査を行ったところホルム

アルデヒドの基準超過があり、販売事業者に対する違反品の市場への流通防止

措置指導によって、健康被害の未然防止を図りました。専用水道施設について

は、井戸水を処理して利用している施設に対し有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ及

びＰＦＯＡ）の濃度把握を依頼し、給水栓から環境省及び厚生労働省の定める

暫定指針値並びに暫定目標値超過の報告があった施設に対しては直ちに市水道

水への切換え等の対策を指導しました。さらに、比較的浅く周辺環境の影響を

受けやすい家庭用井戸については、これまでも飲用を控えるよう周知啓発を行

ってきましたが、今回改めて把握している全井戸所有者へ個別訪問や通知によ

り周知啓発したほか、全校区コミュニティ協議会を通じて回覧や掲示、市広報

誌による注意喚起を行いました。 

➁ 近年発生する細菌性食中毒はカンピロバクター食中毒が最も多くなっていま

す。またカンピロバクター食中毒の原因となる生や生に近い状態の肉料理を食

べ始めるのは、大学から就職時期が多いことから、大学生を対象とした予防啓

発として、市内の５大学でクイズ形式により肉の生食の危険性を注意喚起しま

した。 

 

 

重点的な取り組み：動物愛護・適正飼養の推進 

【施策シート：０７―０２】 

動物愛護の取り組みとして、イベントや講習会の開催による適正飼養啓発、飼主への飼い方指

導などを行います。また、捕獲・収容またはやむを得ず飼い主から引き取った犬・猫の譲渡の促

進を図り、引き続き、殺処分ゼロをめざします。さらに、ペットや飼い主のいない猫の過剰繁殖

による生活環境被害を抑制するための不妊手術費に対する補助を拡充するとともに、地域猫への

補助の要件を緩和し、動物と共存できるまちづくりに取り組みます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

犬猫の譲渡・返還数割合 

（飼い主への返還、新たな飼い主へ

譲渡した件数／保健所で引き取った

犬猫の件数（年度単位）） 

75％ 80.8％ 

 

実 績 

➀ 動物愛護に関するイベントや講習会の開催。 

＜飼い方教室：犬・猫各１回、パネル展：２回＞ 

➁ 保健所で捕獲・収容・引取りした犬・猫の譲渡の促進。 

＜猫譲渡数 20匹＞ 

➂ 猫の不妊手術費に対する補助の拡充及び地域猫への補助の要件緩和。 

＜地域猫１匹、地域猫以外 482 匹＞ 
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説 明 

➀ 犬・猫の飼い方教室を各１回、動物愛護パネル展を市内２会場で開催し、市

立小学校４年生及び６年生の全児童に対して動物愛護啓発パンフレットを配布

しました。また苦情・相談のあった犬猫の飼い主に対して指導を行い、終生飼

養・適正飼養を啓発しました。 

➁ 保健所及び飼養管理業務を委託している施設にカメラ通話ができるタブレッ

ト端末を設置し、当該施設に行かなくても保健所で譲渡動物の様子を観察する

ことを可能にして、譲渡対象の犬猫の様子を実際に見たいと希望される市民の

利便性を向上しました。 

➂ 保健所に地域猫活動の届出をした地域猫に不妊手術を実施した場合の補助額

をオス 1 匹につき 10,000 円から 15,000 円に、メス 1 匹につき 15,000 円から

20,000 円に、地域猫以外の野良猫に不妊手術を実施した場合の補助額を 5,000

円から 10,000 円に増額しました。また、利用しやすい制度とするために補助金

の対象となる獣医師の区域を枚方市内のみから、高槻市、寝屋川市、交野市、

八幡市及び京田辺市を加えた区域まで広げました。また、地域猫の届出手続き

の簡素化を行いました。 

 

 

重点的な取り組み：不妊治療ペア検査費助成事業の実施 

【施策シート：１４―０１】 

将来的に子どもを授かることを希望する夫婦を対象に、夫婦そろって早期に不妊症の検査を受

け、必要に応じて適切な治療を始められるよう、不妊症の検査費用についての助成を開始します。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

夫婦そろって早期に不妊検査を受け

ることにより、適切な医療に繋がっ

た割合 

（検査後に不妊治療を開始した件数

／助成件数） 

80％ 88.1％ 

 

実 績 
➀ 夫婦ペアで受けた不妊検査の費用助成を実施。 

＜申請件数 134 件、承認件数 134 件＞ 

説 明 

➀ 夫婦ペアで不妊症の原因検索にかかる検査を受けた方を対象に令和６年４月

から不妊検査の費用助成を開始しました。事業の周知に当たっては、市内外の

産婦人科等に申請案内と申請書を送付し、対象者への周知と証明書発行の際の

協力を依頼したほか、広報誌や市の子育て施策ＰＲチラシ、市ホームページ、

市公式ＳＮＳなどで広く周知啓発を図りました。 
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重点的な取り組み：定期接種となる新型コロナワクチンの接種体制の整備 

今年度の新型コロナワクチン接種は、個人の重症化予防により重症者を減らすことを目的とし、

予防接種法に基づく定期接種として65歳以上の高齢者や60～64歳で重症化リスクの高い方を対

象に、秋冬に１回の接種を実施します。インフルエンザ予防接種と同様の運用方法とし、接種を

希望する全ての対象者が早期にスムーズに接種を受けられるよう、接種体制を整えます。 

 

実 績 

➀ 新型コロナワクチン定期接種を実施。 

＜21,072 回（接種率 18.42％）＞ 

➁ 新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の発行件数。 

＜発行件数 58件（国内用 38件、海外用 20件）＞ 

➂ ワクチン接種に係るコールセンターを含む委託業務の適正な管理運営。 

＜予防接種無料接種券の発行件数 6,871 件＞ 

＜市外医療機関への予防接種実施依頼書の受付件数 636 件＞ 

＜補助金申請受付件数 247 件、補助金交付決定件数 226 件＞ 

＜コールセンター受電件数 3,936 件＞ 

＜接種委託料請求対応 23,845 件＞ 

➃ 予防接種健康被害調査会の開催。＜３回＞ 

説 明 

➀ 令和６年度からは個人の重症化予防を目的としたＢ類予防接種として新型コ

ロナワクチンの定期接種を実施しました。対象は満 65歳以上の者、満 60歳以

上 65歳未満で、心臓、腎臓、呼吸器の機能障害またはヒト免疫不全ウイルスに

よる免疫機能障害があり内部障害１級の身体障害者手帳保持者、または主治医

により同程度以上の障害であることの意見書の交付を受けた者で、実施期間は

令和６年 10 月１日～令和７年１月 31 日、自己負担額 3,000 円で実施しました。 

➁ 新型コロナワクチンの接種者からの申請に基づき、接種の事実を公的に証明

する新型コロナウイルス感染症予防接種証明書を交付しました。 

➂ 事務処理センター及びコールセンターの現地調査、対応件数や出退勤情報の

チェックにより、委託業務の管理運営を適正に行いました。 

➃ 予防接種後の副反応による健康被害については、接種に係る過失の有無に関

わらず、健康被害救済制度により救済することとされています。新型コロナワ

クチンも同様に対象として予防接種健康被害調査会を開催しました。 

 

 

重点的な取り組み：事前対応型の感染症対応の推進 

今般の新型コロナ感染症対応の経験を踏まえ、感染症が発生してから防疫措置を講じる事後対

応だけでなく、感染症に対する有効かつ的確な予防・診断・治療に係る対策を図るため感染症発

生動向調査を適切に実施する体制の整備、感染症予防計画、健康危機対処計画等に基づく取組み

を実施します。これにより、平時から感染症の発生及びまん延を防止し、差別や偏見につながら

ない理解を進めることに重点を置いた事前対応の施策を推進します。 
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実 績 

➀ 保健所職員を対象としたＰＰＥ着脱訓練を実施。＜参加人数：50 人＞ 

➁ 庁内保健師を対象とした感染症研修を実施。＜参加人数：42 人＞ 

➂ 枚方市感染症ネットワーク会議の取り組みとして、医療機関と高齢者施設を

対象とした研修会を実施。 

＜医療機関向け研修参加機関：11病院＞ 

＜高齢者施設向け研修参加人数：37 人＞ 

説 明 

➀ 保健所の感染症危機への対応にあたっては、所内組織や職種の垣根を越えた

全所体制となるため、保健所職員を対象に、患者搬送を想定したＰＰＥ（個人

防護服）着脱訓練を毎年、実施しています。また、訓練にあわせて、危機発生

時にすみやかに全所体制がとれるよう、健康危機対処計画の周知を図っていま

す。 

➁ 新興感染症等の発生時に、大規模な調査が必要となった場合、庁内保健師に

よる組織横断的な対応を行うため、庁内保健師を対象に、感染症に関する講義

や積極的疫学調査のケーススタディを行いました。 

➂ 新型コロナウイルス感染症の経験から、感染症対応における地域の連携体制

の推進が必要と考え、令和６年度より、感染対策向上加算１を取得している５

病院の感染管理認定看護師と保健所において、枚方市感染症ネットワーク会議

を立ち上げました。令和６年度は、ネットワーク会議を３回開催し、また、ネ

ットワーク会議の取り組みの一環として、医療機関向けと高齢者施設向けに研

修会を開催しました。 

 

 

重点的な取り組み：高度医療機器使用の難病患者への災害時支援 

【施策シート：０６―０３】 

人工呼吸器等の生命維持に必要な高度医療機器を常時使用している難病患者やその介護者に

対し、関係機関と連携し、災害時個別支援計画を作成するとともに必要な災害訓練を実施します。

また、令和５年度から開始した高度医療機器使用患者レスパイト入院費用助成制度の利用等を通

じて、平時から患者自身の災害時の備えを促進します。あわせて市内の保健・医療関係機関で構

成する難病ネットワーク等を通じて、主治医や在宅支援に関わる機関、受け入れ病院との連携・

調整を図っていきます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和６年度実績 

「療養生活について相談できる人が

いる、または困っていることがない」

と回答した割合 

（アンケートに上記回答した件数／

難病患者更新受付時アンケート回答

数） 

95％以上 87.3% 
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実 績 

➀ 人工呼吸器使用者等を対象に災害時個別支援計画を作成。＜29件＞ 

➁ マンション２階以上に居住する患者の担架による搬送訓練の実施。＜３件＞ 

➂ レスパイト入院費用の助成。＜申請人数２人、申請件数（延）３件＞ 

説 明 

➀ 電源依存度の高い人工呼吸器使用者等について、災害時要援護者リストに登

録し管理しています。登録者については、訪問看護ステーション等の関係機関

と連携し、災害時個別支援計画の作成・更新を行い、災害時の備えや災害時対

応について共有を行っています。 

➁ 災害時個別支援計画の作成に合わせ、停電時の対応など災害時訓練を実施し

ています。昨年度は、枚方寝屋川消防組合の協力を得て、患者搬送に係る関係

機関研修を実施した上で、マンション２階以上に居住する人工呼吸器使用者に

ついて、個別の搬送訓練を実施しました。 

➂ 家族の負担軽減及び災害時の避難行動の促進のため、レスパイト入院費用の

助成事業についての周知を図るとともに、利用にあたっては、在宅でのケアと

の違いから利用を躊躇する患者・家族もいるため、受け入れ病院や在宅支援機

関との連携・調整を図り、利用に向けた支援を推進します。 

 


